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１．四半期財務情報の作成等に係る事項 
  

①会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 有 
(内容) 

四半期決算における税金費用については、簡便法による税効果会計を適用しております。 
  
② 近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
  
③連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 有 

(内容) 

連結 （新規） －社 （除外） －社    持分法 （新規） １社 （除外） －社 
 
 
 

２．平成 19 年３月期第 1 四半期財務・業績の概況（平成 18 年４月１日～平成 18 年６月 30 日） 
 

 
(1) 経営成績（連結）の進捗状況                                     （注）百万円未満切捨 

 売 上 高 営業利益      経常利益      
四半期(当期) 

純 利 益       
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％    百万円 ％

平成 19 年３月期第１四半期 86,185 △0.9 10,315 △1.4 11,422 7.9 6,094 6.6

平成 18 年３月期第１四半期 86,992 △5.1 10,460 △5.2 10,590 △7.0  5,715 △1.6

(参考)平成18年３月期 346,642 28,551 30,014  13,700

 
 

 
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

潜在株式調整後           
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

   円  銭 円  銭

平成 19 年３月期第１四半期 244 21 －      

平成 18 年３月期第１四半期 229 02 －      

(参考)平成18年３月期 545 40 －      

 
（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期比増減率を示しております。 
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［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 

当第１四半期における日本経済は、好調な企業収益を背景にした設備投資の増加、雇用情勢の改善を背

景にした個人消費の増加などにより、景気の回復基調が一層鮮明になる中で推移いたしました。 

こうした経済環境にあって、当社グループの連結売上高は 861 億８千５百万円で、前年同期比８億６百万円

の微減収となりました。営業利益は、減価償却費の減少の他、費用全般にわたり削減に努めましたが減収分を

カバーするまでには至らなかったことから、103 億１千５百万円となり、前年同期比１億４千５百万円の微減益と

なりました。一方、経常利益は持分法による投資損益の改善等による営業外収支の好転をうけ、前年同期比８

億３千２百万円増益の 114 億２千２百万円、当四半期純利益は同３億７千９百万円増益の 60 億９千４百万円

となりました。 

（売上高の概況） 

テレビ放送事業：タイムセールスは大型単発番組（サッカーワールドカップ）がありましたが、レギュラー番組や

プロ野球のセールスが振るわなかったこと等により、336 億１千万円で前年同期比 14 億円（△4.0％）の減収と

なりました。スポットセールスは、在京５社合計で前年同期実績を下回ったこと等により、前年同期比 27 億４千

９百万円（△8.4％）減収の 300 億２百万円となりました。これらの結果、テレビ放送事業は、売上高が 686 億３

千６百万円で、前年同期比 46 億５千２百万円の減収となりました。 

文化事業：昨年１１月公開の映画「ALWAYS 三丁目の夕日」のＤＶＤ販売が好調に推移している他、本年６

月 17 日公開から僅か２週間で 100 万人に迫る観客を動員した映画「デスノート」がヒットしていること等により、

前年同期比 36 億４千２百万円増収の 160 億８千８百万円となりました。 

その他事業：テナント賃貸収入はほぼ前年同期並の水準で推移したことから 37 億３百万円となりました。 

 

(2) 財政状態（連結）の変動状況 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
１株当たり 
純 資 産 

 百万円 百万円 ％    円  銭

平成 19 年３月期第１四半期 509,985 401,885 77.2 16,104 37

平成 18 年３月期第１四半期 483,863 367,927 76.0 14,743 44

(参考)平成18年３月期 519,951 398,017 76.6 15,945 74

（注）平成 18 年３月期第１四半期及び平成 18 年３月期の数値につきましては、従来の「株主資本」を「純資産」の欄に、 

「株主資本比率」を「自己資本比率」の欄に、「１株当たり株主資本」を「１株当たり純資産」の欄に記載しております。 

 
［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］ 

当第 1 四半期においては、前連結会計年度末に比べて総資産は 99 億６千６百万円減少し 5,099 億８千５

百万円、負債は 68 億６千２百万円減少し 1,081 億円、少数株主持分を含めた純資産は 31 億３百万円減少

し 4,018 億８千５百万円となりました。総資産の減少は、主に有形固定資産の減価償却費の計上及び保有して

おります投資有価証券の時価の下落等によるものです。負債の減少は、未払費用及び保有投資有価証券の

時価の下落に伴う繰延税金負債の減少によるものです。また、当四半期純利益の計上により、利益剰余金は

増加したものの、有価証券評価差額金の減少により、純資産は減少しております。 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 
ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ 

投資活動による 
ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ 

財務活動による 
ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ 

現 金 及 び現 金 同 等 物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

平成 19 年３月期第１四半期 8,696 △ 4,244 △ 2,904 60,911

平成 18 年３月期第１四半期 3,509 △ 2,859 △ 6,443 61,104

(参考)平成18年３月期 32,683 △24,358 △15,920 59,368

 
［キャッシュ・フローの状況］ 
 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前四半期純利益は 113 億９千７百万円、非現金支出費用である減価償却費は 35 億１千８百

万円でしたが、仕入債務の減少、法人税等の支払い等により、当第１四半期における資金の増加は86億９千６

百万円となりました。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

「有限責任事業組合Ｄ．Ｎ．ドリームパートナーズ」への出資等により、資金の減少は 42 億４千４百万円となり

ました。 
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 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

配当金の支払い等により、資金の減少は 29 億４百万円となりました。 

 

これらの結果、現金及び現金同等物の当第１四半期末残高は、前連結会計年度末より 15 億４千３百万円

増加し、609 億１千１百万円となりました。 

 
 

（参考１）第１四半期経営成績等（個別）の概況（平成 18 年４月１日～平成 18 年６月 30 日）    

 売 上 高 営業利益      経常利益      四半期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円

平成 19 年３月期第１四半期 72,551 7,427 8,342 4,937

平成 18 年３月期第１四半期 74,792 8,560 9,154 5,367

 
 

 総 資 産 純 資 産 

 百万円 百万円

平成 19 年３月期第１四半期 447,408 346,716

平成 18 年３月期第１四半期 442,915 337,840

（注）平成 18 年３月期第１四半期の数値につきましては、従来の「株主資本」を「純資産」の欄に記載しております。 

 
 

営業収入（個別）の内訳        

 前第１四半期 当第１四半期 比 較 伸 率 

 百万円 百万円 百万円 ％ 

テ レ ビ 収 入  

放 送 収 入 67,762 63,612 △4,150 △6.1 

タ  イ  ム 35,010 33,610 △1,400 △4.0 

ス ポ ッ ト  32,752 30,002 △2,749 △8.4 

番組販売収入 2,493 2,447 △46 △1.9 

計 70,256 66,060 △4,196 △6.0 

そ の 他 収 入 4,535 6,491 1,955 43.1 

合  計 74,792 72,551 △2,240 △3.0 

 
 
３．平成 19 年３月期の連結業績予想（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 

 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 1株当たり予想当期純利益

中 間 期 
百万円

161,500
百万円

8,000
百万円 

4,300 
円  銭

172 31

通    期 
百万円

333,000
百万円

22,000
百万円 

12,500 
円  銭

500 90

 
（参考２）平成 19 年３月期の個別業績予想（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 1株当たり予想当期純利益

中 間 期 
百万円

140,000
百万円

4,000
百万円 

2,500 
円  銭

100 18

通    期 
百万円

285,000
百万円

15,000
百万円 

8,500 
円  銭

340 61

 

［業績予想に関する定性的情報等］ 

平成 19 年３月期業績予想につきましては、平成 18 年５月 18 日発表のものを変更しておりません。 

 

（注）上記の予想は本資料発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであります。実際の業績は今後様々な

要因により、上記の予想数値と異なる可能性があります。 
以  上 
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①連結貸借対照表 

（単位　百万円）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産

１． 現金及び預金 41,434      44,980      3,545 43,271      

２． 受取手形及び売掛金 80,667      81,203      536 83,442      

３． 有価証券 19,951      17,643      △ 2,308 20,875      

４． 棚卸資産 1,757        1,845        88 1,740        

５． 番組勘定 16,156      14,507      △ 1,649 9,102        

６． その他 11,112      11,498      385 12,903      

７． 貸倒引当金  774  △       763  △      10  763  △      

流動資産合計 170,305    32.8    170,914    33.5    608 170,571    35.3    

Ⅱ 固定資産

(1) 有形固定資産

１． 建物及び構築物 59,751      58,825      △ 926 63,166      

２． 機械設備及び運搬具 27,612      25,817      △ 1,795 32,757      

３． 器具備品 3,488        3,260        △ 227 3,773        

４． 土地 114,858    114,858    － 114,936    

５． 建設仮勘定 424          1,043        619 656          

有形固定資産合計 206,134    39.6    203,804    40.0    △ 2,330 215,291    44.5    

(2) 無形固定資産 4,675        0.9      4,630        0.9      △ 44 4,809        1.0      

(3) 投資その他の資産

１． 投資有価証券 121,976    108,904    △ 13,072 83,119      

２． その他 16,976      21,848      4,872 10,203      

３． 貸倒引当金  116  △       115  △      0  131  △      

投資その他の資産合計 138,836    26.7    130,636    25.6    △ 8,199 93,190      19.2    

固定資産合計 349,646    67.2    339,071    66.5    △ 10,575 313,291    64.7    

資産合計 519,951    100.0  509,985    100.0  △ 9,966 483,863    100.0  

前第１四半期末

（平成17年６月30日現在）

　　　　　　　             　　 期　　別

   科　　目

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成18年３月31日現在）

当第１四半期末

（平成18年６月30日現在）

増　減

金　　額
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（単位　百万円）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債

１． 支払手形及び買掛金 6,408        7,227        818 7,468        

２． 短期借入金 － － － 8,573        

３． 未払費用 54,778      49,273      △ 5,504 43,798      

４． 未払法人税等 5,119        4,936        △ 182 4,742        

５． 返品調整引当金 50            68            18 54            

６． その他 7,703        10,785      3,081 9,542        

流動負債合計 74,060      14.2    72,292      14.2    △ 1,768 74,179      15.3    

Ⅱ 固定負債

１． 退職給付引当金 4,523        4,644        121 9,326        

２． 役員退職慰労引当金 1,019        1,037        18 897          

３． 長期預り保証金 20,143      20,151      8 20,170      

４． その他 15,216      9,974        △ 5,242 5,844        

固定負債合計 40,902      7.9      35,807      7.0      △ 5,094 36,239      7.5      

負債合計 114,962    22.1    108,100    21.2    △ 6,862 110,419    22.8    

（少数株主持分）

少数株主持分 6,971        1.3      － － － 5,517        1.2      

（資本の部）

Ⅰ 資本金 18,575 3.6      － － － 18,575 3.8      

Ⅱ 資本剰余金 17,928 3.4      － － － 17,928 3.7      

Ⅲ 利益剰余金 350,025 67.3    － － － 332,292 68.7    

Ⅳ その他有価証券評価差額金 21,084 4.1      － － － 8,832 1.8      

Ⅴ 為替換算調整勘定  56  △        △0.0    － － －  165  △      △0.0    

Ⅵ 自己株式  9,540  △    △1.8    － － －  9,536  △    △2.0    

資本合計 398,017    76.6    － － － 367,927    76.0    

519,951 100.0  － － － 483,863 100.0  

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本

１． 資本金 － 18,575 － －

２． 資本剰余金 － 17,928 － －

３． 利益剰余金 － 353,159 － －

４． 自己株式 －  9,540  △    － －

株主資本合計 － － 380,123 74.5    － － －

Ⅱ 評価・換算差額等

１． その他有価証券評価差額金 － 13,862 － －

２． 為替換算調整勘定 －  47  △        － －

評価・換算差額等合計 － － 13,815 2.7      － － －

Ⅲ 少数株主持分 － － 7,946 1.6      － － －

純資産合計 － － 401,885 78.8    － － －

負債及び純資産合計 － － 509,985 100.0  － － －

前第１四半期末

（平成17年６月30日現在）

増　減

金　　額

負債、少数株主持分及び資本合計

　　　　　　　             　　 期　　別

   科　　目

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成18年３月31日現在）

当第１四半期末

（平成18年６月30日現在）
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②連結損益計算書 

（単位　百万円）

 金　　額 百分比  金　　額 百分比 増減率  金　　額 百分比

％ ％ ％ ％

Ⅰ 売上高 86,992 100.0 86,185 100.0 △ 806 △ 0.9 346,642 100.0

Ⅱ 売上原価 57,781 66.4 57,512 66.7 △ 269 △ 0.5 242,643 70.0

売上総利益 29,211 33.6 28,673 33.3 △ 537 △ 1.8 103,999 30.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 18,750 21.6 18,357 21.3 △ 392 △ 2.1 75,448 21.8

１． 代理店手数料 11,845 11,435 △ 410 46,821

２． 人件費 2,423 2,414 △ 8 9,686

３． 退職給付費用 109 117 8 329

４． 役員退職慰労引当金繰入額 53 51 △ 1 174

５． 諸経費 4,319 4,337 18 18,435

　営業利益 10,460 12.0 10,315 12.0 △ 145 △ 1.4 28,551 8.2

Ⅳ 営業外収益 650 0.8 1,113 1.3 462 71.1 1,949 0.6

１． 受取利息 62 105 42 285

２． 受取配当金 524 563 39 763

３． 持分法による投資利益 － 271 271 － 

４． 投資事業組合運用益 － － － 464

５． その他の営業外収益 63 173 109 436

Ⅴ 営業外費用 521 0.6 6 0.0 △ 514 △ 98.7 485 0.1

１． 支払利息 6 0 △ 6 10

２． 持分法による投資損失 320 － △ 320 182

３． 為替差損 － － － 62

４． 有価証券償還損 186 － △ 186 186

５． その他の営業外費用 7 6 △ 0 42

　経常利益 10,590 12.2 11,422 13.3 832 7.9 30,014 8.7

Ⅵ 特別利益 － － 64 0.0 64 － 722 0.2

１． 固定資産売却益 － － － 1

２． 投資有価証券売却益 － 53 53 34

３． 貸倒引当金戻入額 － 11 11 － 

４． 退職給付制度一部終了益 － － － 686

Ⅶ 特別損失 102 0.1 89 0.1 △ 13 △ 12.8 4,411 1.3

１． 固定資産除却損 102 89 △ 13 443

２． 固定資産売却損 0 0 △ 0 115

３． 投資有価証券評価損 － － － 3,799

４． 投資有価証券売却損 － － － 2

５． その他の特別損失 － － － 50

　税金等調整前四半期(当期)純利益　 10,487 12.1 11,397 13.2 910 8.7 26,325 7.6

　法人税、住民税及び事業税 4,403 5.1 4,701 5.4 298 6.8 10,429 3.0

　法人税等調整額 － － － － － － 385 0.1

　少数株主利益 369 0.4 601 0.7 232 63.0 1,810 0.5

　四半期（当期）純利益 5,715 6.6 6,094 7.1 379 6.6 13,700 4.0

　　　　　　                     　　期　　別

   科　　目

前第１四半期

 自　平成17年４月 １日
 至　平成17年６月30日

当第１四半期

自　平成18年４月 １日
至　平成18年６月30日

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
自　平成17年４月 １日
至　平成18年３月31日

増　　減

金　　額
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（セグメント情報） 

事業の種類別セグメント情報                                          （単位 百万円） 

前第１四半期 
（自 平成17年４月１日  至 平成17年６月30日） 

区分 

テレビ放送事業 文化事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 72,817 12,344 1,830 86,992 － 86,992

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 471 101 1,698 2,271 (2,271) －

計 73,288 12,446 3,528 89,263 (2,271) 86,992

営業費用 59,079 12,045 2,775 73,900 2,630 76,531

営業利益 14,209 400 753 15,363 (4,902) 10,460

 （注）１．事業区分は売上集計区分によっております。 

 ２．各事業区分に属する主要な販売品目 

 事業区分 主要販売品目 

 テレビ放送事業 テレビ放送時間の販売、番組の販売、スタジオ運用収入他 

 文化事業 映画、音楽、美術及びスポーツ事業収入、出版物の販売、録音・録画物の販売 

 その他の事業 不動産賃貸事業収入、ハウジング事業収入、ノベルティ商品の販売、プロサッカー事業収入 

 ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 4,054 百万円であり、その主なものは、企業イ

メージ広告に要した費用及び当社の総務・経理等の管理部門に係る費用であります。 

 ４．営業費用の配賦方法の変更 

従来、当社の管理部門に係る費用、企業イメージ広告費用を各セグメントに配賦しておりましたが、当第１四半期より、

当該費用を、消去又は全社に含めることに変更いたしました。 

この変更は、当第１四半期において、当社の管理会計制度の見直しを行い、これにより各セグメントにおいて管理すべき

費用を明確化し、事業部別の責任を明確化したことによるものであり、各セグメントの営業費用及び営業利益をより適切に

表示すると判断したためであります。 

この変更により、従来の方法と比較して、当第１四半期の営業費用は、「テレビ放送事業」が 3,795 百万円、｢文化事業｣

が 213 百万円減少し、「消去又は全社」が 4,008 百万円増加しております。この結果、「テレビ放送事業」及び「文化事業」

の営業利益は、それぞれ同額増加しております。 
（単位 百万円） 

当第１四半期 
（自 平成18年４月１日  至 平成18年６月30日） 

区分 

テレビ放送事業 文化事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 67,955 16,045 2,184 86,185 － 86,185

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 681 42 1,518 2,243 (2,243) －

計 68,636 16,088 3,703 88,428 (2,243) 86,185

営業費用 56,932 14,588 3,277 74,797 1,071 75,869

営業利益 11,704 1,500 425 13,630 (3,315) 10,315

 （注）１．事業区分は売上集計区分によっております。 

 ２．各事業区分に属する主要な販売品目 

 事業区分 主要販売品目 

 テレビ放送事業 テレビ放送時間の販売、番組の販売、スタジオ運用収入他 

 文化事業 映画、音楽、美術及びスポーツ事業収入、出版物の販売、録音・録画物の販売 

 その他の事業 不動産賃貸事業収入、ノベルティ商品の販売、プロサッカー事業収入 

 


